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経済危機後の在日南米人人口の推移
――入管データの検討を通して――
樋 口 直 人（徳島大学総合科学部）
１ 経済危機と在日南米人の人口流出――問題の所在
２００９年，リーマン・ショックに端を発する経済危機により，在日外国人登
録者数は過去２０年で初めて前年比３１，３０５人の減少に転じた（表１参照）。た
だし，国・地域別人口一位の中国は約２万５千人の増加であり，二位の韓
国・朝鮮が約１万人減少したことを勘案しても，減少分のほとんどはブラジ
ルを中心とする南米人のそれによるものである。南米人人口は，個別の出身
表１ 日本の外国人登録者数の推移
全外国人 ブラジル ペルー ボリビア アルゼンチン パラグアイ
１９８９ ９８４，４５５ １４，５２８ ４，１２１ ２３８ １，７０４ ４７１
１９９０ １，０７５，３１７ ５６，４２９ １０，２７９ ４９６ ２，６５６ ６７２
１９９１ １，２１８，８９１ １１９，３３３ ２６，２８１ １，７６６ ３，３６６ １，０５２
１９９２ １，２８１，６４４ １４７，８０３ ３１，０５１ ２，３８７ ▼３，２８９ １，１７４
１９９３ １，３２０，７４８ １５４，６５０ ３３，１６９ ２，９３２ ▼２，９３４ ▼１，０８０
１９９４ １，３５４，０１１ １５９，６１９ ３５，３８２ ▼２，９１７ ▼２，７９６ １，１２９
１９９５ １，３６２，３７１ １７６，４４０ ３６，２６９ ▼２，７６５ ２，９１０ １，１７６
１９９６ １，４１５，１３６ ２０１，７９５ ３７，０９９ ２，９１３ ３，０７９ １，３０１
１９９７ １，４８２，７０７ ２３３，２５４ ４０，３９４ ３，３３７ ３，３００ １，４６６
１９９８ １，５１２，１１６ ▼２２２，２１７ ４１，３１７ ３，４６１ ▼２，９６２ ▼１，４４１
１９９９ １，５５６，１１３ ２２４，２９９ ４２，７７３ ３，５７８ ▼２，９２４ １，４６４
２０００ １，６８６，４４４ ２５４，３９４ ４６，１７１ ３，９１５ ３，０７２ １，６７８
２００１ １，７７８，４６２ ２６５，９６２ ５０，０５２ ４，４０９ ３，２２９ １，７７９
２００２ １，８５１，７５８ ２６８，３３２ ５１，７７２ ４，８６９ ３，４７０ １，８９５
２００３ １，９１５，０３０ ２７４，７００ ５３，６４９ ５，１６１ ３，７００ ２，０３５
２００４ １，９７３，７４７ ２８６，５５７ ５５，７５０ ５，６５５ ３，７３９ ２，１５２
２００５ ２，０１１，５５５ ３０２，０８０ ５７，７２８ ６，１３９ ３，８３４ ２，２８７
２００６ ２，０８４，９１９ ３１２，９７９ ５８，７２１ ６，３２７ ３，８６３ ２，４３９
２００７ ２，１５２，９７３ ３１６，９６７ ５９，６９６ ６，５０５ ▼３，８４９ ２，５５６
２００８ ２，２１７，４２６ ▼３１２，５８２ ５９，７２３ ６，５２７ ▼３，７７７ ▼２，５４２
２００９ ▼２，１８６，１２１ ▼２６７，４５６ ▼５７，４６４ ▼６，０９４ ▼３，４８４ ▼２，２４０
出典：法務省入国管理局『出入国管理統計年報』各年次版，各年１２月末現在の数値。
注：▼は前年比登録者数が減少した場合を指す。
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国の事情によって多少の増減は存在するものの，全体としては一貫して増加
基調にあった。それが，２００８年から国籍によっては減少し始め，２００９年には
日系人としての在留資格が人口の多くを占める５カ国の登録者数が，すべて
減少するに至ったのである。
経済危機による人口減のほとんどを南米人が占めていることは，外国人人
口のなかでも彼ら彼女らが雇用危機の生贄となった現実をはしなくも示す。
在日南米人の生活様式が就労の論理に従属し，労働市場の変動に対してきわ
めて脆弱な構造下におかれていることは，これまでも指摘されてきた（梶田・
丹野・樋口２００５）。だが，経済危機後に実施された調査での南米人の失業率
は３０～４０％台に上っており（１），これほどの大量失業が生じうるとは誰しも予
想だにしなかったのではないか。
移住労働者が雇用危機の最初の犠牲者になることは，世界的に見て珍しい
ことではない（Abella and Ducanes２００９；Awad２００９；Fix et al.２００９；Gibb
２００９；Martin ２００９a，２００９b ; McCabe et al. ２００９；OECD ２００９；Papade-
metriou and Terrazas ２００９；Rogers ２００９；Taran ２００９）。在日南米人が他の
国の移住労働者と異なるのは，経済危機から１年もたたないうちに帰国ラ
ッシュが始まったという意味で失業と帰国が即応している（後述），デカ
セギ開始から２０年が経過し定住化を唱える論者も多いのに帰国する比率が高
い，という点である。通常，移住労働者は失業のような経済的理由によって
帰国することは少ないし（Gmelch１９８０），経済危機後の在米メキシコ人移
民の調査でもこれを裏付ける結果が出ている（Cornelius et al.２０１０）。
では，なぜ定住化が叫ばれながらも帰国ラッシュが生じたのか。経済危機
後にいくつか学術的な論考も刊行されているが（浅川２０１０；樋口２０１０；松
尾２０１０；丹野２００９a；２００９b），こうした問いに十分答えうるものではない。
筆者もまだ問いに答える準備はないが，年月をかけても解明せねばならない
とは考えている。そこで本稿では，日本からの南米人人口の流出が，国籍に
よっても在留資格や年代などによっても一定の相違があることに着目する。
本稿の目的は，法務省入国管理局の統計からこうした相違を読み取り，経済
危機後の南米人人口の推移にみられる特徴をまとめておくことにある。
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２ 出入国記録が語るもの
入国管理局が発表する統計のうち，本稿と関係あるものは２種類ある。出
入国記録と外国人登録であり，前者は日本からの出入国の状況を，後者は各
市町村に対する外国人登録の状況を表す。出入国記録から在留外国人数を算
定する場合，ある時点での外国人登録者数を基点として，それ以後の出入国
の差の累計を出せばよいが，公式統計に表れるのは外国人登録者数の方であ
る。この場合，再入国許可を受けて出国すると外国人登録証を返納しないか
ら，出国後１年間して外国人登録が閉鎖されるまで，外国人登録の数には含
まれる。そのため，両者をもとに計算した「在留外国人数」は一致しない。
現に，２００７年１２月時点での外国人登録者数とそれ以降の出入国記録から計算
した２００９年末のブラジル人人口は２３９，８６８人だが（図１参照），表１の登録者
数は２６７，４５６人だった。
このずれをどう考え，どの数値を採用すればよいのだろうか。ある時点で
日本に居住する人数を算定するに際しては，特定の時点での外国人登録者数
を基点として出入国者数の差を計算したほうが，実態に近い人数を出すこと
ができる。特に，本稿の主題である大量帰国の実態をみるに際しては，外国
人登録者数だと再入国許可を得て出国した者が含まれないため，出入国統計
のほうが信頼できる。それゆえ，本稿で「人口」というときには出入国統計
をもとに算出した推計値を指し，外国人登録者については「登録者数」とし
て区別することとする。
こうした前提のうえで，まずは『出入国管理月報』を用いた図１～３を検
討したい（２）。これをみると，出入国の差（出超）が最大になるのは２００９年１
～３月にかけてであるが，その度合いは国籍によって異なる。この時期は，
０８年９～１２月に解雇されて雇用保険が切れる者と０９年１～３月に解雇された
者の帰国が重なったゆえにピークをなしているが，それがもっとも明確なの
はブラジル人である。この時期のブラジル人の出入国者数の差は１万人近く
（人口の３％強）に達しており，３ヶ月間で人口の１割が減少する結果とな
った。それに対して，ペルー人とアルゼンチン人は同期間で人口の２％程度
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の減少にとどまる。その後の状況をみても，ブラジル人はピーク時から減少
幅は狭まっているものの減少傾向が一貫しているのに対し，ペルー・アルゼ
ンチン人の減少は止まった感がある（３）。
図１ 在日ブラジル人の推計人口の推移
出典：２００７年１２月時点の数値は法務省入国管理局『出入国管理統計年報』、月ごとの推移
は同『出入国管理月報』各月次版。
図２ 在日ペルー人推計人口の推移
出典：２００７年１２月時点の数値は法務省入国管理局『出入国管理統計年報』、月ごとの推移
は同『出入国管理月報』各月次版。
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その結果，図の期間中にブラジル人人口は２７％減ったのに対して，ペ
ルー，アルゼンチン人人口の減少はそれぞれ６％，１０％にとどまっている。
ブラジル人は，労働の論理に生活のみならず滞在まで規定されているかのよ
うである。なぜブラジル人はかくも急速に帰国し，他の南米人グループとの
差が生じたのか。本稿のデータではこの問いに答えることはできないが，そ
れぞれの国籍の中でも「誰が特に減少したのか」を次節以降でみていくこと
により，ヒントとなる知見を導出したい。
３ 誰が帰国し，誰が残っているのか――在留資格との関連で
変数の限られた入管データのなかで，もっとも重要なカテゴリーは在留資
格である。表２は５カ国の登録者数の推移を在留資格別にみたものだが，い
ずれも永住者の絶対数が増加している。永住者の比率が登録者数の半数を超
えたペルーをはじめ，比率としても急速に高まった。それに対して減少幅が
もっとも大きかったのは日本人の配偶者等であるが，定住者との差が目立っ
て大きいとはいえないし，アルゼンチン人の場合は定住者のほうが減少して
図３ 滞日アルゼンチン推計人口の推移
出典：２００７年１２月時点の数値は法務省入国管理局『出入国管理統計年報』、その後の数値
は『出入国管理統計月報』による
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いる。
ただし，永住者の伸び率は２００９年より２００８年のほうが高いため，経済危機
に直面して急に安定した滞在資格を志向した結果とはいえないだろう。過去
４年間の永住許可人員を示した表３をみても，２００８年と２００９年に永住許可者
が増加したわけではない。永住申請者の増加という２０００年代の大きな流れが
あり，その傾向は経済危機のさなかでも大きくは変化しなかった。２００９年に
はいずれの国籍もかなり減少しており，経済危機のさなかで永住申請をする
余裕がなかったともいえる。だがそうだとしても，日本人の配偶者等や定住
者から永住者へと在留資格を切り替えた永住者は増加し，前二者は帰国者の
増加も相俟って激減したと考えられる。
表２ 南米５カ国の在留資格別登録者数の推移
２００８ ２００９
２００７年比
登録者数
前年比
増減率
（％）
登録者数
前年比
増減率
（％）
ブラジル
日本人の配偶者等 ５８，４４５ －１３．４ ４３，４４３ －２５．７ －３５．６
定住者 １３７，００５ －７．８ １０１，２５０ －２６．１ －３１．８
永住者 １１０，２６７ １６．９ １１６，２２８ ５．４ ２３．２
総数 ３１２，５８２ －１．４ ２６７，４５６ －１４．４ －１５．６
ペルー
日本人の配偶者等 ５，２７８ －１１．０ ４，４１８ －１６．３ －２５．５
定住者 １８，９６９ －６．３ １６，６９５ －１２．０ －１７．６
永住者 ２９，９７６ ８．７ ３１，７１１ ５．８ １５．０
総数 ５９，７２３ ０．０ ５７，４６４ －３．８ －３．７
ボリビア
日本人の配偶者等 ９５４ －７．６ ８３４ －１２．６ －１９．３
定住者 ２，９３８ －４．８ ２，５３９ －１３．６ －１７．８
永住者 ２，０９８ １８．５ ２，２９６ ９．４ ２９．７
総数 ６，５２７ ０．３ ６，０９４ －６．６ －６．３
アルゼンチン
日本人の配偶者等 ７３１ －７．１ ５９５ －１８．６ －２４．４
定住者 ８１２ －１１．４ ６５９ －１８．８ －２８．１
永住者 １，７２９ ６．６ １，７６８ ２．３ ９．０
総数 ３，７７７ －１．９ ３，４８４ －７．８ －９．５
パラグアイ
日本人の配偶者等 ９１６ －７．９ ７１９ －２１．５ －２７．７
定住者 ７７７ ２．６ ６３８ －１７．９ －１５．７
永住者 ７２１ ８．７ ７６３ ５．８ １５．１
総数 ２，５４２ －０．５ ２，２４０ －１１．９ －１２．４
出典：『在留外国人統計』各年次版
注：網掛けは本文で言及した部分を指す。
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このように，経済危機により「永住者」と「その他の日系在留資格」のう
ち前者が増加し，後者は絶対的にも相対的にも減少した。とはいえ，その結
果として「日本に資格としても実態としても永住する南米系移民」が増加し
たと留保なくいうことはできない。それを示すのが，在留資格別の出入国の
差から推計人口の減少の度合いを表した図４～６となる。この図をみるに際
して気をつけねばならないのは，人口全体を示した図１～３より不正確にし
か日本在住の資格別推計人口を表していない点である（４）。
不正確な部分には留保を付したうえでこれらの図をみると，いずれの国籍
についても在留資格による差が２０１０年６月時点で５～１１ポイントついてい
る。このうち，アルゼンチン国籍がもっとも常識に沿った結果となっており，
永住者は２００７年末時点の人数の９２％なのに対し，定住者は８１％まで減少して
いた。それに次ぐのがブラジル国籍で，それぞれ７７％，７０％という差がつい
ている。意外なのはペルー国籍であり，定住者が９５％なのに永住者は９２％と
定住者のほうが減少幅が少ない。
これらの結果は，「永住」と「それ以外」の差が絶対的なものとはいえず，
相対的な差を生み出す程度の相違でしかないことを示す。ペルー国籍の結果
を誤差の範囲内と考えたとしても，ブラジル国籍で永住者の４分の１近くが
帰国し，定住者との差は７ポイントに過ぎない。永住者だからといって経済
危機の影響を免れたわけではなく，そのうち一定割合が帰国を選択したとい
うことになる。その際，再入国許可を取得して帰国する者が多いため，永住
者の登録者数は減少しない。出入国の記録をみる限り，実際に日本に住んで
いる人口自体は，他の在留資格の者と比較してもそう大差ない程度には減少
表３ 永住許可人員の推移
２００６ ２００７ ２００８ ２００９
アルゼンチン １４９ １３２ １３１ ８９
ボリビア ３３１ ３３８ ３４６ ２６４
ブラジル １６，０５５ １９，７９３ １６，８２４ １１，４３０
パラグアイ ６３ ９５ ７７ ７７
ペルー ２，８７８ ３，２４１ ２，７８３ ２，３８９
全国籍 ５１，５３８ ６０，５０９ ５７，８０６ ５３，８２０
出典：『出入国管理統計年報』各年次版
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しているとみたほうがよいだろう。
図４ 経済危機以降の在留資格別ブラジル人推計人口の推移
出典：２００７年末現在人口は『在留外国人統計 平成２０年版』，それ以降は『出入国管理統
計月報』による。
注：２００７年末現在の登録人口を１００としたときの推移
図５ 経済危機以降の在留資格別ペルー人推計人口の推移
出典：２００７年末現在人口は『在留外国人統計 平成２０年版』，それ以降は『出入国管理統
計月報』による。
注：年末現在の登録人口を１００としたときの推移
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４ 誰が帰国し，誰が残っているのか
――性別，年代，世帯，地理的分布との関連で
 性別・年代との関連
誤差を避けるため，本節では人口規模が圧倒的に多く独自の集計項目もあ
るブラジル国籍に限定して議論する。表４をみると，性別と減少率には高年
層を除いてほとんど差がないものの，年代とはかなりの関連があることがわ
かる。まず子どもについていえば，０～４歳は平均以上に減少しており，そ
の一方で１０～１４歳は微増している。これは，経済危機に突入した２００８年に１０％
の増加があったことの影響だが，経済危機の最中にあった２００９年の減少幅を
みても他の年代より格段に低い。中間にある５～９歳が全体の平均に近い値
を示していることから勘案すれば，就学前の幼児を抱えた家では経済危機の
影響が大きかったから帰国したというわけではないだろう。むしろ子どもが
まだ小さいほうが，経済危機をきっかけに帰国を決断しやすい状況にあった
がゆえと考えられる。ところが，就学児童が加わる５～９歳では相対的に帰
図６ 経済危機以降の在留資格別アルゼンチン人人口の推移
出典：２００７年末現在人口は『在留外国人統計 平成２０年版』，それ以降は『出入国管理統
計月報』による。
注：２００７年末現在の登録人口を１００としたときの推移
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国しにくくなり，小学校高学年から中学生に該当する１０～１４歳では帰国が難
しくなる。その意味で，子どもの年齢によって滞日と帰国の選択は制約され
ることとなり，家族と子どもは経済人としての移民の性格を薄めるという常
識的な見解に沿った結果だといえるだろう。
表４ ブラジル国籍の年代別登録者数の推移
２００８ ２００９
２００７年
比増加率登録者数
前年比
増加率
（％）
登録者数
前年比
増加率
（％）
総数
全体 ３１２，５８２ －１．４ ２６７，４５６ －１４．４ －１５．６
男 １７０，１９７ －１．７ １４５，２９２ －１４．６ －１６．１
女 １４２，３８５ －１．０ １２２，１６４ －１４．２ －１５．０
０～４歳
男 ９，５４５ －０．６ ７，５９０ －２０．５ －２０．９
女 ８，９２７ ０．６ ７，１４０ －２０．０ －１９．５
５～９歳
男 ９，８３６ １．０ ８，３７２ －１４．９ －１４．０
女 ９，０８１ －１．７ ７，６５８ －１５．７ －１７．１
１０～１４歳
男 ８，２２６ １０．２ ７，５７５ －７．９ １．５
女 ７，７８７ １０．８ ７，１８８ －７．７ ２．３
１５～１９歳
男 ７，６４８ －１１．８ ６，１０９ －２０．１ －２９．６
女 ７，００９ －８．７ ５，６８１ －１８．９ －２６．０
２０～２４歳
男 １６，６７０ －１０．０ １２，８４３ －２３．０ －３０．７
女 １４，５０４ －９．５ １１，０８７ －２３．６ －３０．９
２５～２９歳
男 ２２，１１０ －５．０ １７，５６２ －２０．６ －２４．５
女 １８，９７８ －４．５ １５，０７１ －２０．６ －２４．２
３０～３４歳
男 ２１，５３３ －２．７ １８，２３０ －１５．３ －１７．６
女 １７，３１５ －０．８ １４，７６５ －１４．７ －１５．４
３５～３９歳
男 １８，６４９ －１．４ １６，８１２ －９．９ －１１．２
女 １４，８１６ －１．１ １３，３０３ －１０．２ －１１．２
４０～４４歳
男 １６，４４７ －１．０ １４，４７９ －１２．０ －１２．９
女 １３，０５０ －０．１ １１，８１７ －９．４ －９．６
４５～４９歳
男 １３，６２６ １．３ １２，５０１ －８．３ －７．０
女 １０，９５７ ２．４ １０，０４９ －８．３ －６．１
５０～５４歳
男 １０，７３４ １．３ ９，５７４ －１０．８ －９．６
女 ８，４８１ ３．９ ７，５４５ －１１．０ －７．５
５５～５９歳
男 ７，８０７ ２．６ ６，８８５ －１１．８ －９．５
女 ５，８３７ ５．１ ５，３７９ －７．８ －３．２
６０～６４歳
男 ５，０２７ ７．０ ４，３３２ －１３．８ －７．８
女 ３，４４９ ４．１ ３，２１６ －６．８ －２．９
６５歳以上
男 ２，３３９ ２１．１ ２，４２８ ３．８ ２５．７
女 ２，１９４ ２２．１ ２，２６５ ３．２ ２６．０
出典：『在留外国人統計』各年次版
注：網掛けは本文で言及した部分を指す。
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それとは対照的なのが，１５～２９歳に当たる若年層である。この年代はもっ
とも減少の度合いが高く，２０～２４歳では３割に達している。１５～１９歳が１０～
１４歳とは比較にならないほど減少しているのは，ブラジル人の高校進学率が
低く学業が帰国を阻止する要因にならないからだろう。それに加えて若年層
には独身者が多く，家族・子どもという日本に残らせる要因に乏しい。本稿
で用いる統計からは，失業の程度，滞日期間（の短さ）やブラジル帰国後の
就業可能性の年代差といった要素は考慮できないが，経済危機の結果として
若年層がもっとも多く帰国したとはいいうるだろう。
それに対して３０～４５歳の働き盛りの層は，若年層と共通する点を多く持つ
３０～３４歳を除き，平均より低い減少幅にとどまる。あくまで推測に過ぎない
が，日本で家族を形成する年代であることが滞日を継続させる要因になると
思われる。
４５～６４歳になると，さらに減少の度合は低くなる。この年代は，２００８年に
はむしろ増加しており，２００９年に減少するため全体としては微減となった。
興味深いのは，５５～６４歳ではジェンダーによる差も生じている点で，男性の
方が帰国の途につく者が多い。この年代のジェンダーによる結果の相違は，
デカセギの性格と経済危機の影響の双方を考えるうえで考察材料を提供す
る。
まず，ブラジル人登録者数はすべての年代で男性が女性を上回っている
が，他の年代では男女おおむね同じ程度に減少している。他の年代ではなか
った男女差がこの年代でだけ生じるのは，男性の比率がもともと高く，男性
単身のデカセギが多かったことによると思われる。このような日本国内のデ
カセギとも類似した形態をとっていたのが，経済危機によって職を失ったり
労働時間が減少したりして，ブラジルに帰国したことが男性の減少を招いて
いるのだろう。女性の単身デカセギは，１９９０年代前半までなら付添婦や仲居
として渡日するメリットもあったが，これらの仕事を主に担ったのは日本国
籍を持った一世の女性である。付添婦の仕事が在宅以外なくなってからは，
女性の仕事は工場労働にほぼ限定されるようになったため，若年層を除いて
女性の単身デカセギ自体が恐らく減少したものと思われる。その意味で，女
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性の減少幅が小さいのは家族滞在がほとんどを占めることの表れだろう。
次に，この年代全体で若年層より帰国した割合が低いのは，経済危機が若
年層のキャリアにより大きな影響を及ぼしていることを示す。バブル経済が
崩壊して以降，自動車・電機といった基幹産業での労働は，４５歳以下の者で
ないと得にくいとされ，中高年層の就職難がいわれてきた。それを敷衍すれ
ば，経済危機は中高年層により多くの失業をもたらし，大量帰国にいたって
もおかしくないにもかかわらず，そうした予想とは反する結果になった。そ
の意味で，経済危機は中高年層の解雇→帰国→引退よりも，若年層の解雇→
帰国→ブラジルでの職探しをもたらしたことになる。
中高年層の帰国が少なかった要因については，２つの仮説が考えられる。
第１に，失業の年代差はそれほど大きくなかったが，若年層のほうが滞日期
間が短く見切りをつけやすい，ブラジルで仕事を探しやすいといった理由で
多く帰国した（単身が多いという理由は，３０～４０代との差を説明できないた
め除外）。つまり，失業しても日本にとどまる根拠の弱さやブラジル側での
プル要因が，結果の違いを生み出すという仮説である。
第２は，上述の就労難により若年層とは異なる労働市場に中高年は進出
し，経済危機の影響を相対的に受けなかったという見方である。南米系移民
が就労する第３の産業として弁当製造があるが，こうした食品関連の工場で
は年齢の高い労働者も受け入れていた。食品関連は，１００％国内市場向けで
あるだけに経済危機の影響も軽微であり，解雇も少なかった。食品以外に
も，軽工業や清掃など雑業的なさまざまな仕事に，年齢の高い労働者は少し
ずつ入り込んでいったがゆえに経済危機の影響が小さかったのではないか。
このように年代別に労働市場が分断されているという仮説は，南米系労働
者の年代別就労職種に関する分析がないだけに，あくまで推測に過ぎない。
だが，自動車・電機という生産性の高い産業で集中的に解雇が生じたことを
考えると，中高年労働者は自動車・電機に進出できないがゆえに隙間を見出
して経済危機を生き残った可能性はある。
これらの仮説は背反ではなく，両者が作用したとも考えられる。また，こ
れらの仮説は年代差だけでなく国籍による差（ブラジルと他の国籍の差）の
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説明にもなりうる。すなわち，他の南米諸国よりもブラジルの経済状況は良
好であり，帰国が容易だった。あるいは，ブラジル人優先の日本の日系人労
働市場にあって不利な立場におかれる他の国の出身者は，異なる労働市場に
進出したため経済危機の難を相対的に逃れ易かった。これらの説の当否どこ
ろか，傍証となるような実証研究すらないのが今の日本の南米系移民研究の
水準であるが，今後研究されるべき課題として指摘しておきたい。
最後に，６５歳以上の高齢者は，逆に経済危機のさなかにあって登録者数が
２５％以上も増加している。短期間での増加であるゆえ，滞日人口の加齢に伴
う結果ではなく，ブラジルからの流入が現実に生じたと考えるよりほかな
い。この年代がブラジルから来たとしても，労働市場に参入するとは考えに
くいから，家族呼び寄せの結果と考えるべきだろうが，なぜこの時期に生じ
たのか。経済危機との関連で考えるならば，女性が働く代わりの育児を頼む
ために高齢の両親を呼び寄せた，という理由は考えにくい。女性の仕事はむ
しろ減少したであろうからである。推測でしかないが，収入減で両親に対す
る仕送りが難しくなったため，日本に呼び寄せて一緒に生活するといったこ
とは考えられる。あるいは，清掃のような仕事ならばまだ日本でも就労可能
なため，同居して家計補助まで期待されるといったことがあるのかもしれな
い。
 地理的分布と世帯構成との関連
表５では，ブラジル人登録者数上位１０県について，「世帯主」と「その他
世帯構成員」に分けた増減を示している。全体の傾向では，「西高東低」す
なわち中部を中心とする西側で減少幅が大きく，関東地方では逆に小さい。
これは第一に，経済危機による解雇がもっとも激烈に生じたのが，愛知県を
中心とする自動車産業の立地点であることに起因している。また，この地域
ではブラジル人の就労先が自動車・電機という輸出産業に特化する傾向が強
く，そこでの解雇を緩和するバッファ的な労働市場を持たないことにもよる
だろう。逆に，関東地方では弁当工場や建設関連など自動車・電機以外の仕
事に就く者の比率が相対的に高いことから，影響が相対的に小さかったもの
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と思われる。
県ごとの違いをみると，長野の登録者数減が突出していることがわかる。
長野県で働く南米系移民のほとんどは，自動車ではなく電機関連の工場で働
いていると思われる。産業別にみて自動車と電機のどちらで多くの解雇が生
じたのかはわからないが，長野同様に電機関連が多い滋賀の減少率も高い。
その意味で，クローズアップされる自動車産業よりも，電機産業のほうが経
済危機が南米系労働者の大量解雇を生み出したという推測は可能である。
ただし，長野や滋賀には目立ったブラジル人集住地域がなく，比較的分散
して居住しているという特徴も考慮する必要があるだろう。派遣会社の寮に
住んでいる者の場合，職を失うと住宅から追い出されることになるから，す
ぐに帰国するか自ら住居を確保するか，家族・親族・友人のもとに身を寄せ
る必要がある。失業する中で自ら住居を確保するのは現実的でないため，国
内にいる場合には誰かの元に身を寄せる可能性が高いが，その場合には集住
地域たる愛知や静岡に集まると考えられる。その意味で，コミュニティの基
盤が弱い長野や滋賀では他県への流出という形で減少幅が拡大した可能性が
ある。とはいえ，長野や滋賀と同様に集住地域とはいえない茨城の減少幅が
平均以下であることを考えると，これは副次的要因にとどまるとみたほうが
表５ ブラジル人登録者の地理的分布と世帯構成の変化
２００８ ２００９ 対２００７年比
世帯主 その他
世帯
主比
世帯主 その他
世帯
主比
世帯主 その他登録
者数
前年比
増減率
登録
者数
前年比
増減率
登録
者数
前年比
増減率
登録
者数
前年比
増減率
茨城 ５，９３４ －０．１ ５，４９６ ０．５５１．９ ５，２４５ －１１．６ ４，９５５ －９．８５１．４ －１１．７ －９．４
群馬 ８，０６７ １．６ ９，４５５ ２．５４６．０ ７，１２４ －１１．７ ８，２００ －１３．３４６．５ －１０．２ －１１．１
埼玉 ７，４９３ －１．９ ６，３５１ ０．６５４．１ ６，６５１ －１１．２ ５，６５０ －１１．０５４．１ －１２．９ －１０．５
神奈川 ７，８６３ ０．１ ６，３８５ ２．１５５．２ ７，１２７ －９．４ ５，９６４ －６．６５４．４ －９．２ －４．７
長野 ７，５０６ －９．９ ７，１０６ －４．７５１．４ ５，５２６ －２６．４ ５，４１２ －２３．８５０．５ －３３．６ －２７．４
岐阜 １０，２２２ －３．１ １０，２５９ －１．０４９．９ ８，４７１ －１７．１ ８，６０７ －１６．１４９．６ －１９．７ －１７．０
静岡 ２４，３３２ －２．６ ２７，１０９ ０．２４７．３ ２０，１３０ －１７．３ ２２，４９５ －１７．０４７．２ －１９．４ －１６．８
愛知 ３９，４９０ －４．４ ３９，６６６ １．５４９．９ ３３，１７６ －１６．０ ３３，９８６ －１４．３４９．４ －１９．７ －１３．０
三重 １０，８４８ －２．０ １０，８２０ １．６５０．１ ９，３５９ －１３．７ ９，３０８ －１４．０５０．１ －１５．４ －１２．６
滋賀 ７，５３４ ０．１ ６，８８３ ０．９５２．３ ５，８６２ －２２．２ ５，５２２ －１９．８５１．５ －２２．１ －１９．０
総数 １５８，７４９ －３．０１５３，８３３ ０．３５０．８１３５，３５０ －１４．７１３２，１０６ －１４．１５０．６ －１７．３ －１３．８
出典：『在留外国人統計』各年次版
注：網掛けは本文で言及した部分を指す。
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よい。
次に，単身者の動向をみるうえで有益な世帯主とその他の区分をみると，
群馬・静岡で世帯主の比率が低く，埼玉・神奈川では高い。これは単身世帯
比率を示すものではないが（５），世帯主比率が高いほうが単身世帯が多いと推
測することはできる。だが，世帯主の比率と減少幅に相関関係があるように
はみられない。群馬県を除いて世帯主の減少幅のほうが大きくなっており，
その差は世帯主の絶対的な比率とは関係なかった。したがって，単身者の多
いところのほうが減少幅が大きいとはいえないものの，単身者のほうがやや
減少傾向が強いとはいいうる。その意味で，前項でみた年齢との関係が示唆
するように，単身者は帰国しやすいがその差はそれほど大きなものではな
い。
５ 結語に代えて
ここまでの検討からいえることをまとめることで，本稿をとじることとす
る。
まずいえるのは，日本ではブラジル人が南米系移民の代名詞になっている
が，他の国籍と比較して特異な性格を多く持つことである。これは言語や人
口規模の違いにとどまるものではなく，今回の経済危機の結果としてもっと
も大幅な人口減を経験したという意味でもある。実際，２００７年末の登録者数
を１００としたときの２００９年末の登録者数は，順にペルー＝９６＞ボリビア＝９４
＞アルゼンチン＝９１＞パラグアイ＝８７＞ブラジル＝８４となった。ブラジル人
がこれほど「政府の望むように」たやすく帰国してしまうのは，ブラジルの
状況の好転ゆえなのか，ブラジル人の生活基盤の脆弱さによるのか。
ただし，移民に関する外国の研究蓄積をみるとブラジル人は「非常識」な
までに，経済危機の影響を強く蒙ってきた。諸外国の事例に近い結果が出て
いるのは，ブラジル人よりもペルー人のほうである。ブラジル人のデカセギ
の特異性は，経済危機の帰結という点からも解明されねばならない。
次に，経済危機は永住者資格で滞在する者の相対的・絶対的増加と，それ
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以外の者の相対的・絶対的減少により，「定住」と「帰国」の分化をある程
度は生み出したといえる。だが，その差は相対的なもので永住者でも帰国す
る者は多く，実態として永住したことを示すわけではない。経済状況の関数
と考えられる単身者の流出も，相対的に多かったとはいえそれほど目立つ水
準には達していなかった。石油危機後の西欧のような明確な形ではなく，目
立たない緩やかな形で単身デカセギから家族滞在への流れが形成されてい
る，と評価するのが妥当だろう。
さらに，人口学的にいえば日本のブラジル人社会は非常に若い集団であ
り，６５歳以上の高齢者比率は数年前まで１％以下だった。今回の経済危機が
長期的にもたらす影響なのか，一時的な影響なのかはわからないが，結果と
して現時点で生じているのは若年層の日本からの流出と高齢者のブラジルか
らの流入であった。その結果，今でも日本全体に比較すれば在日ブラジル人
は若い集団であるものの，相対的な高齢化が進展したといいうる。今後，南
米からの若年層の流入が減少すれば，日本に住み続ける人たちの加齢が南米
系コミュニティ全体の課題となる可能性にも注意する必要があろう。
最後に，移民研究のもっとも肥沃な土壌たる米墨国境の研究から，日本の
経験を振り返ると何がいえるだろうか。移民規制の強化は移民を不可能にす
るのではなく移民に伴う費用を高めるだけで，移民の絶対数は減少しない。
費用返済の期間が延びるため，滞在期間もそれにつれて長くなるから，かえ
って移民のストックは増加する（６）。米墨間の移民研究では，こうした知見が
大規模な調査から出されてきた（e.g. Massey, Durand and Malone ２００２）。
同様に，経済危機による収入減も帰国には直結せず，仕送りの減少などによ
り滞在期間を延ばす結果をもたらすというのが，コーネリウスらによる調査
の結果である（Cornelius et al. ２０１０）。日本のブラジル人人口の場合，メキ
シコ移民とは異なり特権的なビザを与えられるから，移民のコスト自体は大
してかかるわけではない。そうした要因もあり，帰国したら再渡日が困難に
なるという意味で帰国を思いとどめる要素はなかったことが，大量帰国の一
方の要因ともいえる。
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 樋口（２０１０）で紹介した調査結果では失業率はすべて４０％台となっていたが，
その後刊行・入手されたもの（美濃加茂市２００９；静岡県２０１０）では，３０％台
だった。
 『月報』では，パラグアイ，ボリビア国籍の統計は出されていないため，こ
こでは３国籍に限定してある。
 とはいえ，ブラジル人の月毎の減少も２０１０年５月からは１０００人を割り込んで
おり，「大量帰国」段階は過ぎたといえるだろう。
 これは２００７年１２月末日の資格別登録者数をもとに，それから当該資格での出
入国数の差の累計でしかなく，国内に居住し続けて永住へと在留資格を変更し
た場合は計数されない。この場合，永住者の数が実態より少なくカウントされ
ることになる。さらに，日本人の配偶者等か定住者の資格で２００８年以降入国し，
永住者に資格変更した後に日本を出国した場合には，逆に前者が過大に後者が
過少にカウントされてしまう。これらがデータをどの程度不正確なものにして
いるかはわからないが，本稿の趣旨に大きな影響を及ぼすほどではないと思わ
れる。
 たとえば全部が夫婦のみ世帯の場合，子ども３人世帯が４分の１で残りが単
身世帯の場合，どちらも世帯主比率は５０％になる。
 したがって，政策目的はまったく果たされないし，移民規制の強化により国
境越えで命を落とす人も増えるから，コストを増やすだけであるという含意が
ある。
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